	婦人服製造業


婦人服業界は、平成28年は年間を通じて全般に低調に推移したが、秋冬物には一部動きがみられた。しかし、29年に入っても厳しいトレンドが続いている。国内生産は、一部に国内回帰の動きも見られ、比較的堅調に推移しているが、各社の製造体制に課題があり、需要に対応できている企業は限定的である。また、円安などにより調達コストの上昇が進む一方で、市場の低価格志向は継続しており、利益の確保が課題となっている。
受注は低調
　婦人服業界は、平成26年の消費増税後は厳しい状況が続いており、特に27年秋冬は暖冬により外衣を中心に不調となった。28年の春夏、秋冬ともに明確なヒット商品がない中で、大手アパレルにブランド整理の動きもみられるなど、業界全体としては低調な状態となっている。ただし、28年秋冬は台風などの天候不順はあったものの、前年の反動もあり、一部コートなどの重衣料に動きがみられた。一方、インバウンド需要については、来日観光客数は伸びているものの、従来からファッション業界への影響は少なく、現状でもプラスの影響はあまり聞かれなかった。
　商品別では、特定のヒット商品はみられないものの、スポーツ・アウトドア衣料のほか、ストレッチやイージーケア商品、値ごろ感のある商品、着まわしのきく商品など、新たな市場ニーズに合致した商品開発に成功した企業では、堅調な動きも見られた。
販路別では、百貨店や量販店などは、ここ数年厳しい状況が続いているが、ファッションビルや専門店の中には好調に推移している店舗もみられた。また近年、各社のweb通販への取組が本格化しており、販売実績を伸ばしている企業も多く、今後の販路として存在感が増している。
国内生産は二極化
　婦人服の輸入は高いレベルで継続しているが、近年は円安や現地労働者の賃金上昇などによるコスト増加などがあって、頭打ち傾向も見られ、金額面では前年比減少に転じている（日本関税協会『日本貿易月報』）。特に中国からの輸入は減少傾向が続いており、金額面では３年連続の減少となっている。
一方で、国内生産については、Ｊ∞ QUALITYの浸透などもあって、需要は増加しており、縫製事業者などでも需要期の受注は確保できている企業が多い。特に、フレキシブルな受注対応や、コスト対応を進めている企業などでは受注が好調な企業もみられる。しかし、受注の小口化や短納期化、コストへの要望が厳しい反面、受注の不安定な状況が続いていることから、設備や人材への投資が遅れがちで、生産規模の縮小、廃業の動きは依然として継続している。
　収益は厳しい
　近年、市場の成熟化・多様化が進み、発注ロットの小口化や技術を要する複雑な加工への需要が増えており、生産性向上によるコストダウンが難しい中で、原料コストも上昇または高止まり傾向にあり、生産コストは上昇している。また海外仕入・調達についても、為替の円安傾向が続く中、コスト上昇が続いている。一方で、市場では低価格志向が根強いことから、デザイン性や機能性など商品力を高めて付加価値増を目指すよりも、値ごろ感重視で、商品価格の値上げに慎重な姿勢が強く、利益確保に苦慮している企業が多い。
そのため、メーカーや卸売業者などの消費者への直販事業進出や、アパレルなどの製造業者との直接取引など、流通経路の短縮化や他社との差別化商品の開発を目指す動きが進んでいる。
　雇用環境は依然として厳しい
　近年、経営環境は厳しいものの、社員の年齢構成の見直しや生産体制の維持のための人員採用を進める動きはみられる。しかし、国内の労働市場では幅広い業種で求人需要が高まっているため、十分な人材採用ができている企業は少ない。また、若年者の定着率の低下傾向などもみられ、公募だけでなく、社員の紹介制度や専門業者の活用など多様な方法を駆使して人材確保に取り組んでいる。また、縫製事業者にあっては、季節による受注の繁閑差が大きく、仕事量の確保が難しいこと、また技術面ではミシン経験のある人材が減少していることなどから、計画的な採用が難しいとの話も聞かれた。
今後の見通し

　26年4月の消費増税後、天候不順などの要因も加わり、ファッション業界では需要回復の動きが見えない。一方で、消費者の低価格志向は依然として強く、今後の市場環境に対しては慎重な見通しの企業が多かった。
しかし、新商品の開発や新たな取引先の開拓、web通販への取組など、積極的に新たな取組を推進することで、業績の維持向上を実現している企業もみられる。
国内市場は拡大の見込みにくい環境にあり、また消費者需要の多様化も進んでいることから、それぞれのニーズに対して、適切かつ効率的な対応が今後ますます重要となってきているといえる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（小野　顕弘）
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（箇所）

従業者数

（人）

製造品出荷額等

（百万円）

平成20年 130(4.7) 1,374(3.2) 17,379(7.1)

21年 109(4.6) 1,146(3.0) 9,917(5.0)

22年 96(4.4) 1,036(2.9) 7,919(4.3)

23年 109(2.4) 1,107(2.8) 9,330(4.3)

24年 77(3.9) 1,069(3.2) 8,642(4.7)

25年 72(4.0) 1,054(3.4) 9,095(5.3)

26年 60(3.6) 903(3.2) 7,560(4.6)

資料：経済産業省『工業統計表（産業編）』、大阪府統計課『大阪の工業』各年版。

（注）１　 4人以上事業所。（　）内は対全国シェアの％。

　　　２　23年数値は「平成24年経済センサス　活動調査結果(製造業)」に基づく。

大阪の織物製成人女子・少女服製造業の推移


※婦人服製造業の前回の調査時期は、平成27年１～３月期

※業界の概要と大阪の地位や特徴は、前回の調査内容を参照のこと

大阪産業経済リサーチセンター／業種別景気動向調査　平成29年（2017）年１～３月期
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